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第１条 （趣旨） 

この適合証明業務手数料規程（以下「手数料規程」という。）は、ハウスプラス住宅保

証株式会社（以下「ハウスプラス」という。）が、独立行政法人住宅金融支援機構（以下

「機構」という。）との間で締結した「適合証明業務に関する協定書」に定める適合証明

業務に係る手数料について、必要な事項を定める。 

 

第２条 （新築住宅に係る申請手数料） 

新築住宅に係る適合証明業務申請手数料は、別表１及び別表２に掲げる額とする。 

 

第３条 （中古住宅に係る申請手数料） 

中古住宅に係る適合証明業務申請手数料は、別表３に掲げる額とする。 

 

第４条 （賃貸住宅等に係る申請手数料） 

賃貸住宅等に係る適合証明業務申請手数料は、ハウスプラスが個別に算定した額とする。 

 

第５条 （遠隔地割増手数料） 

現場検査の実施に際し、第２条乃至第４条に定める申請手数料に加算する遠隔地割増手

数料は、別表４に掲げる額とする。 

 

第６条 （解除・取り下げ手数料） 

申請者が、適合証明業務約款に基づき解除・取下げを行った場合の解除・取下げ手

数料は、申請手続きの進捗に応じハウスプラスが個別に算定した額とする。 

 

第７条 （申請手数料の減額） 

ハウスプラスが適合証明業務を効率的に実施できると認める場合又は申請手数料の額

の変更をすることが必要と認める場合に、申請手数料を減額することができる。 

 

第８条 （再発行手数料） 

適合証明書の再発行の手数料は、5,000円（税別）とする。 

  

第９条 （支払期日） 

申請者が納付する申請手数料の支払期日は、以下の通りとする。 

(1) 新築住宅の場合 対象住宅について、設計検査、中間現場検査又は竣工現場検査のう

ち最初の申請をハウスプラスが受付けた日以後、最初に到来するハウスプラスの定め

る締め日の翌月末とする。 



(2) 中古住宅の場合 ハウスプラス所定の請求日とする。 

(3) ハウスプラスが再検査を実施した場合 再検査実施日の翌月末を支払期日とする。 

２．申請者とハウスプラスが、別途協議により合意した場合は、他の期日を支払期日とす

ることができる。 

 

第１０条 （支払方法） 

申請者が納付する申請手数料の支払方法は、ハウスプラスの指定する銀行口座への振込に

よるものとする。なお、振込手数料は申請者の負担とする。 

２．申請者とハウスプラスが、別途協議により合意した場合は、別の支払方法をとること

ができる。 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

この手数料規程は、平成２３年１２月２８日より施行する。 

この手数料規程は、平成２５年１０月０１日より施行する。 

この手数料規程は、平成２５年１２月２０日より施行する。
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別表２ 
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別表４   

 

 


